
1．背　景

　東京一極集中の問題は一般的に，地方が過
疎化し資源が枯渇していくなかで，日本の経
済基盤を東京が支えていると取られやすい．
しかし佐無田（2014）によれば，東京の成長
力に日本全体が依存しているのではなく，他
地域の資源を吸引することで，東京は成長力
を保てていたのだという．したがって，地域
資源が枯渇すれば，東京は成長力を保てなく
なる．このメカニズムは，本社・中枢管理機
能と関係がある．
　清水（1990）や中村（2004）では，組織の巨
大化や市場の広域化によって全国的に組織され
た大企業や複数の事業所をもつ企業は，直接的
な生産活動と間接的な経営活動を企業内分業と
いうかたちで分離し，それぞれを単独の事業所
で営むと述べている．このとき，生産現場機能
を担う工場は多数の地域に拡散し，諸工場・事
業所をコントロールする中枢的機能を果たす本
社は大都市に集中したという．
　石田（1990）は，本社機能が集積したことで
地方に本社がある企業の節約を呼び，東京に本
社を移す動きも起こり，集積が加速されていく
メカニズムが存在すると述べている．一度本社
機能の集中が生じると，その経済活動に必要な
デザイン，広告，コンサルタントなどの専門サー
ビスの派生需要を東京で生み出す．そして人々

が集まり，1 人当たり所得が高くなると，個人
を対象とした最終サービスも多様化するという．
　本社が東京に集積した背景には，日本の垂直
的国土構造がある．中村（2004）では，中央集
権国家は中央政府の役割が大きく，一国の政
治，行政，司法の行政中枢管理機能の首都集中
が顕著であるとされている．そのうえ後発資本
主義の日本経済は，先進国へのキャッチアップ
を急ぐ成長主義的な近代化工業化の道を歩むこ
とになった．そのため，国家主導の「上から」
の近代化政策のもとで，国土全体の枠組みが個
別地域の地域政策に優先されたという．佐無田

（2016）は，国と産業との強固な同盟関係によっ
て国内資源を動員する，国内の「中枢─周辺」
システムが構築されたとしている．国が全体計
画を定め，公的インフラ整備と民間投資を連動
させて，統括センターと頭脳部門を東京に，中
継的な統括機能を地方中枢都市に，低付加価値
な製造部門を地方都市に，原材料の供給地を遠
隔の農村部に配置する，垂直的な地域間分業体
系を築いてきた．この空間分業構造によって，
日本企業は，低価格高品質な製造品の輸出競争
力を獲得した．これは，大企業と中小企業，ま
た大都市部，地方都市，農村部における異なる
立場の事業者層を「経済成長」の下に利害統一
する一種の政治的な成長同盟でもあったとい
う．中村（2004）では，日本は大企業段階に特
徴的な垂直的国土構造を早くから形成してお
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り，多様な地域経済が内部循環を深めながら下
からゆっくりと成長し，水平的地域間分業体系
を形成するような余裕をもたなかったのだとある．
　この垂直的国土構造もさることながら，本社
が東京に集中した背景について佐々木（1997）は，
研究開発 R ＆ D の支援や税制上の優遇など，産
業政策が巨大企業の成長を支援するという官民
一体の成長において，通産省など官庁との意思
疎通や情報収集のうえで本社・企画開発部門を
東京に立地させることが大企業にとって戦略上
不可欠となってきたと述べている．実際に，法
人企業本社の東京圏への集中傾向について，情
報収集，行政機関との接触，国際・金融取引に便
利という要因が国土庁の調査結果などから示さ
れたという．
　こうして，清水（1990）によれば，東京都に
はほとんどの産業部門がありながら，生産現場
が相対的に少ない一方で，商品生産にかかわる
間接的な本社活動によって所得を得るように
なった．このような経済実態から，東京都の本
社活動は，国内他地域における直接的な生産活
動（財・サービス部門）に投入されていると考
えなければならないという．この本社の特殊性
をふまえつつ，地域や国の産業構造を把握でき
るのが産業連関表である．消費者が購入・消費
する完成品（最終財）だけでなく，財・サービ
スに投入される原材料（中間財）も扱うことが
でき，本社活動は，財・サービス部門に投入さ
れる中間財だからである．
　また菅（2012）は，本社は同じ企業の他の事
業所にサービスを提供しているため，通常は対
価を伴う取引として認識されないと述べてい
る．しかし人件費などの費用は発生しているた
め，本社は費用のみ集計され収益は集計されな
い部門であるという．産業別・地域別の生産活
動の大きさを測る基礎統計などでは，費用のみ
発生する本社は調査対象とされてこなかった．
しかし加工統計である東京都産業連関表は，東
京都の地域特性である本社を対象とした産業統
計の整備が先行していたという．

2．�神奈川産業連関表において本社部門を推計
する意義

　新井ほか（1992）によれば，企業間取引のた
めの企業の費用削減行動が，東京への本社・卸
売部門の集積をもたらすと同時に，これらの集
中と集積は地価高騰や賃金上昇をもたらし，費
用的に採算が合わなくなった製造業は他地域に
移転するというメカニズムによって，実際の東
京都の産業構造は基本的に実現しているとい
う．宮本（1980）では，日本は戦後の重化学工
業化にともなう巨大なコンビナートが，すべて
大都市圏および隣接部につくられたところに，
他国に例をみない特徴をもっているとしてい
る．東京都内にすでに適地がなかったため，隣
接する千葉県や神奈川県に鉄鋼・石油のコンビ
ナートや自動車，電気器具，機械などの工場が
連続して建設されたという．このように東京に
隣接する県は，東京からの製造業の移転先とさ
れる場合が多く，そのため東京本社との関係が
強い地域といえる．
　さらに中村（2008）によれば神奈川は，工業
生産拠点・研究開発拠点・住宅都市としての特
異性はあるが，現場活動の統括機能の集積が弱
く，それぞれ別個に東京の中枢管理機能に統制
されており，東京大都市圏の周辺部の衛星都市
として甘んじているという．そこで神奈川県は
企業誘致政策 と し て，不動産取得税 の 税率軽
減，低利融資，奨励金などの支援をする「イン
ベスト神奈川」を実施した．その流れを受けて
2000 年代半ば以降，東京から神奈川に本社移
転をする企業が増えており，日本経済新聞によ
れば 2017 年に県内に本社移転したのは 265 社
と，前年比で 2 割増えている．うち東京からの
移転が 8 割の 212 社であり，全国で最も多い．
神奈川県への転入超過企業数は，3 年連続で増
えているという．このように，神奈川の企業誘
致政策は東京の不動産価格・オフィス賃料の高
騰と相まって，その成果が転入超過企業数の増
加という形で表れており，神奈川の本社活動や
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本社移転による影響を分析する必要性が高まっ
ている．ところが神奈川県における本社機能を
分析できるような統計資料は存在していない．
したがって本稿では，神奈川県産業連関表の本
社部門の推計を行い，簡単な分析をしていく1）．

3．推計手順

①当該地域所在本社の生産CT（X'）を推計
①―1　全国 1人当たり本社経費（S）を算出
　神奈川本社の経費額を，全国の本社従業者 1
人当たり本社経費をもとに，どの地域も 1 人当
たり本社経費が同じであると仮定して推計す
る．まず全国の 1 人当たり本社経費（S）は，
全国本社経費（E）÷全国本社従業者数で求める．
全国本社経費は，総務省の「本社等の活動実態
調査結果報告書」の「第 1 表　調査対象産業
分類別，1 企業・団体当たりの従業者数，売上

（収入）金額，費用総額，販売費及 び 一般管理
費」（2011）から抽出した．全国本社従業者数は，
2014 年経済センサス─基礎調査より各都道府
県の本社従業者数の総和を出して用いた．この

時点で，全国本社経費も全国本社従業者数も日
本標準産業分類の中分類であったため，既存の
産業連関表に合わせ統合大分類（37 部門分類）
に統合してから全国 1 人当たり本社経費を算出し
た 2）．
①―2　当該地域の本社生産CTを算出
　次に，神奈川本社従業者数に全国 1 人当たり
本社経費を乗じて，神奈川本社生産 CT を算出
する．神奈川の本社従業者数は，全国本社従業
者数を求めたものと同じ表から抽出し，37 部
門分類に統合した．

②当該地域本社経費投入構造を算出
　総務省 の「本社等 の 活動実態調査結果報告
書」の「第 4―2 表　事業活動別，本社における
管理活動等に要した経費の構成比」（2011）を
本社経費の投入係数・付加価値係数（全国）と
して用いる．この表は，費用の内訳を基本分類
で行として表し，事業活動を 37 部門分類で列
として表しているため，正方行列ではない．こ
こでは，行の基本分類を列に合わせて基本分
類から 37 部門分類にして表した．行にあった

（3）
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図 1 財・サービス部門と本社部門の地域間取引の模式図 

 

 
図 2 推計の概略図１ 
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図 1　財・サービス部門と本社部門の地域間取引の模式図

　　　　　　　　　
1）本稿では，2011 年の神奈川県産業連関表に

おける本社部門の推計を行う．本来ならば最新年
のデータを作成すべきだが，資料の都合上，最も
新しく作成できるのが 2011 年である．より新しい
推計については，今後の課題としたい．

　　　　　　　　　
2）産業中分類には「その他のサービス業」部

門があるが，これに対応する 37 部門分類の部門が
不明瞭である．よって「その他のサービス業」の
本社経費率は本稿では用いないことにする．
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「事務用品」部門と「分類不明」部門に該当す
る 37 部門分類の列は存在しなかったため，列
を設けて 0 とした．
　費用の内訳のうち，「花き・花木類」部門か
ら「分類不明」部門までを投入係数，「宿泊・
日当」部門 か ら「間接税（関税・輸入品商品
税を除く．）」部門までを付加価値係数とする．
本来であれば投入係数・付加価値係数行列の
各列和は 1 となるはずだが，列和を出してみ
ると－0.000007～+0.000005 の誤差が生じる．
費用の内訳には営業余剰が存在せず，この誤
差が営業余剰であるとして係数を修正するか，
営業余剰をないものとして列和を 1 に統一し
て係数を修正するか，他の手段を取るかだが，
ここでは営業余剰部門を仮に設けて列和を 1
にせずそのまま計算し，最後に調整する形を
とる．
　そ し て，こ の 全国本社 の 投入係数・付加価
値係数（F）に①―2 で算出した神奈川県本社生
産額 X′を乗じることで，神奈川県の本社経費
額の投入構造 Z・付加価値 V′を算出する．但
し，この投入・付加価値係数表（F）の商業部
門の行はすべて 0 であり，商業に関して購入者
価格評価表であるとした（商業部門の列は 0 で
はなかった）．したがって，Z に 2011 年産業連
関表の投入表のうち卸売マージン率，小売マー
ジン率をかけてそれぞれ元の値から引いて，Z
にマージン率をかけたものの列和はそれぞれ御
売・小売の行部門であるから，足し合わせて商
業の値とした．

③本社以外の各項目を算出
　既存の神奈川県表には本社部門が含まれてい
ないという前提に立つ．つまり，既存の神奈川
県産業連関表を財・サービス部門として，推
計した本社部門を上乗せすることになる．財・
サービ ス 部門 の 中間需要・付加価値・最終需
要・移出・移入については，神奈川県表の元の
値をそのまま用いる．財・サービス部門の生
産額は，既存の値に Z（財・サービスが本社の

中間投入に産出した値）が上乗せされるため，
D+Z+P+K+O=X で求めた．

④本社経費率を算出（全国平均）
　総務省 の「本社等 の 活動実態調査結果報告
書」の第 1 表から，日本標準産業分類の中分類
の売上高と本社経費の値を抽出する．売上高と
本社経費を統合大分類に変換し，本社経費÷売
上高で本社経費率Ａを求めた．

⑤当該地域本社経費（中間需要）を算出
　神奈川本社経費額を，全国の売上高本社経費
率をもとにして，どの地域も本社経費率が同じ
と仮定して推計する．④で求めた本社経費率Ａ
に，③で求め直した神奈川県の財・サービス部
門の生産額を乗じ，神奈川県本社経費 D′を算
出する．この計算結果は 37 行× 1 列のベクト
ルであるが，本社活動部門の産出は当該産業部
門のみに投入されると考え，神奈川本社経費D′の
対角行列としてマトリックス化した．

⑥当該地域本社の移出額を算出
⑥―1　従業者一人当たりの本社経費額を算出
（当該地域）
　⑤で算出した神奈川県の「本社以外の本社か
らの投入構造」を，「神奈川県に本社がある会
社の全支社従業者数」（H）で割ることにより，
神奈川県の従業者一人当たりの本社経費額（I）
を算出する3）．「神奈川県に本社がある会社の
全支社従業者数」は，本社従業者も含めた従業
者数として，D′を割り I を算出する．ここで
D′を割ったのは，移出額・移入額は D′の行に

（4）

　　　　　　　　　
3）「神奈川県に本社がある会社の全支社従業者

数」は，経済センサスの第 28 表を用いた．ここで，
神奈川県本社 の 神奈川県支社従業者数 は，同一都
道府県の支所・支社・支店の従業者数（男女別の
不詳を含む）の列から抽出した．神奈川県本社の
他の都道府県支社の従業者数は，「（他の都道府県）
神奈川県」の支社従業者数の列と交わる各都道府
県の行をみた．
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存在するため，つまり D′を基準に求めるべき
だと考えたからである．
⑥―2　当該地域本社の移出額を算出
　⑥―1 で算出した神奈川県の従業者一人当た
りの本社経費額（I）に，「神奈川県に本社があ
る会社のうち神奈川県外の支社の従業者数」（J）
を乗じることにより，移出額のベクトル K′を
作成する．

⑦当該地域本社の移入額を算出
　⑥―1 で求めた神奈川の従業者 1 人当たり本
社経費（Ｉ）に，今度は「神奈川県外に本社が
ある会社のうち神奈川県内の支社の従業者数」
をかける．この時点で，本社部門のバランス式
D′+K′－O′=X′の誤差を求める．その誤差を移
出と移入にそれぞれ上乗せする際，移出と移入
の関係性を維持するため，K′－O′を動かさず
に調整する．移出に誤差/移出入収支をかけた
ものを K′に上乗せし，O′も同様に求める．こ
うして求め直した移出額は，神奈川本社の県外
支社従業者数から，46 都道府県の構成比を産
業ごとに出して割り振ることで地域別移出額を
求めた．

⑧バランス調整
　財・サービス部門，本社部門ともに中間需要

（＋最終需要）＋移出＋移入＝生産額となるよう
に求めているので，この時点で中間需要（＋最
終需要），移出，移入の行和は当然だが生産額
に一致する．しかし財・サービス部門の D，D′，
V の列和は X に一致しない．ここでは，その
誤差を営業余剰に上乗せするかたちでバランス
を合わせる．
　なお，本社部門を縦にみた Z，V′の列和は，
X′と若干の誤差が生じていたため，仮に設け
ていた営業余剰で埋め合わせた．

4．最終需要について

　石田（1990）は，本社部門の生産額について，
企業内部の費用として処理されており，市場で
評価されたものではなく，通常は製品価格の中に
含まれると述べる．したがって本社部門の生産額
は，投入の費用で計測され，財を直接生産して
いないので，その費用構成は賃金などの付加価
値が大部分である．またその生産物たる本社サー
ビスの販売先は，企業の内部取引であり，直接
的に最終需要として扱われることはなく，すべて
中間需要として表のうえでは処理されるという．

（5）

図 2　推計の概略図 1
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神奈川最終需要額＝財・サービスの最終需要額P

神奈川移出額=財・サービスの移出額K
神奈川移入額=財・サービスの移入額O
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D+Z+P+K+O=財・サービスの生産額X

⑦
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　さらに清水（1990）は，東京都産業連関表に
おける本社機能の取り扱いについて，本社活動
は中間財としてのみ財部門に投入されるとい
う．これについて菅（2012）によれば，企業が
海外に所有する事業所への本社サービスの提供

（輸出）を対象としないことを指すとある．
　実際に東京都の産業連関表の本社部門におけ
る最終需要は推計されていない．したがって本
研究でも，本社活動は最終財を生まないものとし
て本社部門の最終需要を推計しないこととする．

5.　簡単な分析の結果

　まず，神奈川県における財・サービス部門と
本社部門の産業別生産額をみていく．財・サー
ビス部門が本社部門より規模が大きいため，図 4
では，財・サービス部門の生産額が左軸で示さ
れ，本社部門の生産額が右軸で示されている．
財・サービス部門の生産額は，不動産が最も大
きく，次に対事業所サービス，商業，輸送機械
である．一方，本社部門は対事業所サービスが
最大で，続いて対個人サービス，医療・福祉，

不動産，輸送機械となっている．
　次に，本社部門における産業別構成比を財・
サービス部門と比べた特化係数をみてみる（図 5）．
この特化係数が大きいほど，財・サービス部門
と比べて本社部門での構成比は大きくなる．特
化係数が最も大きいのは繊維製品の約 4.19 で
あり，電子部品の約 3.48，鉱業の約 3.46 が続く．
逆に最も特化係数が小さいのは，本社生産額を
0 とした公務・事務用品・分類不明を除けば，
電気・ガス・熱供給の約 0.07，石油・石炭製品
の約 0.09，鉄鋼の約 0.36 の順である．
　ここで，本社活動は地域間取引である移出・
移入に重点が置かれることから，神奈川本社の
移出入についてみていく．まず，神奈川本社が
他地域との取引においてどれほどの所得を得て
いるのか，産業別の移出入収支を表 1 からみて
いく．神奈川本社の移出と移入の収支は，全体
でみて約 6,624 億円の移入超過である．このう
ち，移出超過が最も大きい産業は電子部品で，
情報・通信機器，電気機械と製造業が中心であ
る．一方，移入超過は不動産で全体の 1/6 を占

（6）

図 3　推計の概略図 2

図3 推計の概略図2

①-1 全国本社経費÷全国本社従業者数＝全国1⼈当たり本社経費S
①-2 S×神奈川本社従業者数＝神奈川本社⽣産額X′
② X′×本社投⼊・付加価値係数F＝神奈川本社の投⼊構造Z

神奈川中間財取引= D
神奈川最終需要額＝財・サービスの最終需要額P

神奈川移出額=財・サービスの移出額K
神奈川移⼊額=財・サービスの移⼊額O

神奈川付加価値=財・サービスの付加価値V
D+Z+P+K+O=財・サービスの⽣産額X

④ 本社経費÷売上＝本社経費率A
⑤ A×X＝神奈川本社経費D′
⑥-1 D′÷全⽀社従業者数＝神奈川県従業者1⼈当たり本社経費I
⑥-2 I×神奈川本社の県外⽀社従業者数＝神奈川本社移出額K′
⑦ I×県外本社の神奈川⽀社従業者数＝神奈川本社移⼊額O′
⑧ バランス調整

③

財・サービスの中間財取引
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図 5　神奈川本社の特化係数（2011）

図 4　神奈川県の財・サービス部門と本社部門の生産額（2011）
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表 1　神奈川本社の移出額と移入額の収支（2011）
単位：百万円

表1 神奈川本社の移出額と移⼊額の収⽀

移出 移⼊ 収⽀
農林⽔産業 5,743 -1,259 4,483
鉱業 505 0 505
飲⾷料品 64,164 -108,774 -44,610
繊維製品 2,425 -244 2,181
パルプ・紙・⽊製品 5,963 -10,734 -4,771
化学製品 34,513 -122,437 -87,924
⽯油・⽯炭製品 3,811 -24,868 -21,057
プラスチック・ゴム 12,662 -20,353 -7,691
窯業・⼟⽯製品 2,889 -11,928 -9,039
鉄鋼 4,485 -18,603 -14,118
⾮鉄⾦属 14,494 -8,276 6,219
⾦属製品 41,964 -25,260 16,703
はん⽤機械 908 -1,497 -589
⽣産⽤機械 28,524 -38,343 -9,819
業務⽤機械 965 -812 153
電⼦部品 118,941 -88,186 30,755
電気機械 34,458 -15,510 18,947
情報・通信機器 35,105 -11,234 23,871
輸送機械 5,623,457 -5,662,497 -39,040
その他の製造⼯業製品 11,059 -22,957 -11,898
建設 11,271 -31,915 -20,644
電⼒・ガス・熱供給 1,279 -77,055 -75,777
⽔道 3,660 -15,108 -11,448
廃棄物処理 10,534 -18,002 -7,468
商業 1,884 -981 902
⾦融・保険 3,276 -69,611 -66,335
不動産 66,006 -182,917 -116,911
運輸・郵便 3,078 -12,940 -9,862
情報通信 11,706 -20,416 -8,711
公務 0 0 0
教育・研究 13,762 -80,274 -66,512
医療・福祉 12,680 -28,428 -15,748
その他の⾮営利団体サービス 476 -949 -473
対事業所サービス 291,854 -370,392 -78,539
対個⼈サービス 15,699 -53,882 -38,183
事務⽤品 0 0 0
分類不明 0 0 0
合計 6,494,197 -7,156,645 -662,448
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める．続いて化学製品，対事業所サービスとな
る．輸送機械は移出額でみると最大の約 5 兆
6,234 億円であるにも関わらず，移入額でも最
大の約 5 兆 6,624 億円となっている．対事業所
サービスも移出額では 2 番目に大きい約 2,918
億円であるが，移入額でみても 2 番目に大きい
約 3,703 億円なのである．
　続いて表 2 において，産業別でみた神奈川本
社の移出相手地域の上位 5 地域をみていく4）．
全体的に関東地域の出現率が高いが，大阪や愛
知，三重，福岡，福島 も 多 い．第 1・2 次産業
において比較的多様性がある一方で，商業以降
の第 3 次産業の 1 位はすべて東京であり，千
葉・埼玉・大阪・静岡の順位も高い．移出額で
最も大きい輸送機械の移出先として，栃木・群
馬・福島が続いている．移出が 3 番目に大きい
電子部品も山梨・新潟・三重と，比較的遠隔地
域が上位に拳がっている．対して移出が 2 番目
に大きい対事業所サービスは主要都市の東京・
大阪・愛知に千葉や静岡の近隣地域が拳がって
いる．
　このように，神奈川本社の重要な移出相手
地域は関東地域に集中していることから，神
奈川本社の都道府県別移出額を関東地域にお
いて分析する（図 6）5）．神奈川本社の移出額と
して最も大きい受取先は，栃木の約 2 兆 4,604
億円 で あ り，群馬 の 約 7,299 億円，静岡 の 約
4,615 億円と続く．図 6 では部門数を 37 部門
から 12 部門に統合して示したが，一見してわ
かるように，埼玉，茨城，栃木，群馬，山梨，静岡，
新潟，長野において移出額の殆どが輸送機械
である．神奈川本社の移出先として上位の地
域は，輸送機械の取引が大きい地域といえる．

輸送機械の移出額が 0 である千葉や，比較的
少ない東京は，他の地域に比べて多様である．
東京への移出額のうち，対事業所サービスが
最も大きく，不動産，輸送機械と続く．
　続いて，財・サービス部門と本社部門の関係
性をみていく．財・サービス部門同士の中間財
取引（D）の逆行列係数の全体の和は約 89.3 で
ある．財・サービス部門と本社部門の中間財取
引（Z）は約 26.5 であった．したがって神奈川
県内では，財・サービス部門同士の取引が最も
影響力があることがわかった．
　さらに，財・サービス部門と本社部門におけ
る前方連関・後方連関を産業別に詳細にみてい
く．まずは表 3 より，財・サービス部門の各産
業が財・サービス部門にもたらす後方連関効果
をみていく．財・サービス部門にもたらす波及
効果が最も大きいのは鉄鋼の約 3.83，次に輸送
機械の約 3.76，非鉄金属の約 3.45 と続く．こ
のように，製造業における後方連関効果が大き
い一方で，サービス業は比較的小さい．
　また，本社部門の各産業が財・サービス部門
にもたらす波及効果は，財・サービス部門が
財・サービス部門に与える波及効果より全体的
に小さい（表 4）．そのうち最も大きいのは輸
送機械の約 1.25，石油・石炭製品の約 1.15，は
ん用機械の約 1.00 である．
　対して財・サービス部門の各産業が受け取る
前方連関効果を，財・サービス部門と本社部門
とで比較すると，全体的に財・サービス部門の
約 89.3 が本社部門の約 26.5 より大きく，本社
との連関が弱いことがわかる（表 5）．財・サー
ビス部門から受け取る産業のうち，最も波及効
果が大きいのは対事業所サービスの約 6.46 で
あり，約 6.20 の運輸・郵便や約 5.34 の鉄鋼が
続く．一方で本社部門から受け取る産業では，
対事業所サービスの約 6.08 や運輸・郵便の約
3.79，教育・研究の約 3.40 が大きい．
　続いて表 6 は，逆行列係数（Ｉ－Ａ）－1 を最終
需要・移出入の和・輸出入の和の各ベクトルに
かけることで，生産額のうち①最終需要，②移

（9）

　　　　　　　　　
4）本稿では，神奈川本社の移入額を 46 都道府

県で分割していないため，移入相手地域の順位付
けは行っていない．

5）本稿では関東地域を，経済産業省の地域区
分に基づいて東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県・
茨城県・栃木県・群馬県・新潟県・長野県・山梨県・
静岡県の 1 都 10 県とする．
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農林水産業 鉱業 飲食料品 繊維製品 パルプ・
紙・木製品 化学製品

1 千葉県 山梨県 埼玉県 青森県 静岡県 静岡県
2 茨城県 千葉県 千葉県 岩手県 埼玉県 栃木県
3 埼玉県 茨城県 茨城県 福島県 茨城県 福岡県
4 栃木県 静岡県 大分県 山形県 福島県
5 群馬県 栃木県 宮城県 大阪府 千葉県

順位

以下順不同

石油・石炭
製品

プラスチッ
ク・ゴム

窯業・土石
製品 鉄鋼 非鉄金属 金属製品

1 三重県 栃木県 山梨県 広島県 福岡県 長野県
2 兵庫県 静岡県 福島県 茨城県 長野県 福島県
3 岡山県 愛知県 埼玉県 秋田県 埼玉県 佐賀県
4 静岡県 福島県 新潟県 静岡県 栃木県 千葉県
5 埼玉県 福岡県 福岡県 千葉県 滋賀県 栃木県

順位

はん用機械 生産用機械 業務用機械 電子部品 電気機械 情報・通信
機器

1 長崎県 静岡県 福島県 山梨県 広島県 埼玉県
2 静岡県 福島県 宮城県 新潟県 茨城県 東京都
3 広島県 広島県 三重県 三重県 長崎県 茨城県
4 東京都 山梨県 栃木県 福島県 東京都 栃木県
5 新潟県 岩手県 広島県 滋賀県 三重県 福島県

順位

輸送機械 その他の製
造工業製品 建設 電力・ガ

ス・熱供給 水道 廃棄物処理

1 栃木県 茨城県 東京都 福岡県 静岡県 千葉県
2 群馬県 埼玉県 千葉県 新潟県 三重県 東京都
3 福島県 岩手県 大阪府 千葉県 茨城県
4 静岡県 愛知県 埼玉県 北海道 静岡県
5 愛知県 東京都 愛知県 茨城県 埼玉県

以下順不同
順位

  

 

 
 

商業 金融・保険 不動産 運輸・郵便 情報通信 教育・研究
1 東京都 東京都 東京都 東京都 東京都 東京都
2 埼玉県 滋賀県 福岡県 埼玉県 大阪府 千葉県
3 静岡県 長崎県 大阪府 千葉県 愛知県 埼玉県
4 大阪府 埼玉県 千葉県 静岡県 千葉県 大阪府
5 千葉県 千葉県 埼玉県 茨城県 福岡県 栃木県

順位

医療・福祉
その他の
非営利団体
サービス

対事業所
サービス

対個人
サービス

1 東京都 東京都 東京都 東京都
2 埼玉県 埼玉県 大阪府 千葉県
3 兵庫県 宮城県 愛知県 埼玉県
4 千葉県 静岡県 千葉県 大阪府
5 愛知県 大阪府 静岡県 静岡県

順位

（10）

表 2　産業別移出額の上位 5地域（2011）
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出入，③輸出入がどのように影響しているのか
を，財・サービス部門と本社部門の産業別にみ
たものである．財・サービス部門と本社部門そ
れぞれ，①と②と③を合計すると生産額となり，
生産誘発において①～③の要素がどのように影
響しているのかがわかる．ここで注意すべきな
のは，本社の最終需要と輸出入を推計していな
いことから，①と③は財・サービス部門のみの
最終需要と輸出入による影響を示している点で
ある．
　財・サービス部門，本社部門ともに最終需要
が生産額の多くを構成していることがわかる．

また，移出入による生産誘発効果は，財・サー
ビス部門，本社部門ともにマイナスである．輸
出入による生産誘発効果は，財・サービス部門
においてマイナス，本社部門においてプラスで
ある．
　神奈川本社の移出を移入が上回っていること
が移出入誘発にも影響している．ここでは，具
体的にどの地域への移出が神奈川に生産誘発を
もたらすのかについて，表 7 でみていく．表 7
は，どの地域の需要によって，神奈川の財・サー
ビス部門全体に生産誘発を起こすのかを，上位
15 地域で示している．産業別でみても，この順

（11）

図 6　神奈川本社の関東地域への移出額（2011）
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表 3　神奈川の財・サービス部門における後方連関（2011）

表 4　神奈川の本社部門における後方連関（2011）

表3 神奈川の財・サービス部⾨における後⽅連関

農林⽔産業 鉱業 飲⾷料品 繊維製品 パルプ・紙・⽊製品 化学製品 ⽯油・⽯炭製品
財・サービス 2.0663 2.3123 2.4623 2.5368 2.6633 3.1380 2.7938

プラスチック・ゴム 窯業・⼟⽯製品 鉄鋼 ⾮鉄⾦属 ⾦属製品 はん⽤機械
財・サービス 2.8276 2.4073 3.8377 3.4549 2.8344 2.8286

⽣産⽤機械 業務⽤機械 電⼦部品 電気機械 情報・通信機器 輸送機械
財・サービス 2.7139 2.8034 2.8583 2.8057 2.8955 3.7643

その他の製造⼯業製品 建設 電⼒・ガス・熱供給 ⽔道 廃棄物処理 商業
財・サービス 2.3579 2.2940 2.8501 1.8059 1.8549 1.6389

⾦融・保険 不動産 運輸・郵便 情報通信 公務 教育・研究
財・サービス 1.6599 1.3100 1.9976 1.7925 1.5618 1.5628

医療・福祉
その他の⾮営利団体

サービス
対事業所サービス 対個⼈サービス 事務⽤品 分類不明

財・サービス 2.0058 1.7684 1.7276 1.9872 3.0842 2.1320

財・サービス

財・サービス

財・サービス

財・サービス

財・サービス

財・サービス

表4 神奈川の本社部⾨における後⽅連関

農林⽔産業 鉱業 飲⾷料品 繊維製品 パルプ・紙・⽊製品 化学製品
財・サービス 0.8154 0.5071 0.9154 0.8431 0.7653 0.9523

⽯油・⽯炭製品 プラスチック・ゴム 窯業・⼟⽯製品 鉄鋼 ⾮鉄⾦属 ⾦属製品
財・サービス 1.1540 0.8257 0.9360 0.8905 0.8176 0.6385

はん⽤機械 ⽣産⽤機械 業務⽤機械 電⼦部品 電気機械 情報・通信機器
財・サービス 1.0075 0.8407 0.9315 0.9907 0.8412 0.8883

輸送機械 その他の製造⼯業製品 建設 電⼒・ガス・熱供給 ⽔道 廃棄物処理
財・サービス 1.2571 0.7999 0.5594 0.6760 0.5384 0.5733

商業 ⾦融・保険 不動産 運輸・郵便 情報通信 教育・研究
財・サービス 0.7504 0.7663 0.6002 0.7386 0.8343 0.5863

医療・福祉
その他の⾮営利団体

サービス
対事業所サービス 対個⼈サービス

財・サービス 0.6050 0.4121 0.5538 0.7737

本社

本社

本社

本社

本社

本社
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表 5　神奈川の財・サービス部門における前方連関（2011）
表5 神奈川の財・サービス部⾨における前⽅連関

財・サービス 本社
農林⽔産業 1.5000 0.0254
鉱業 4.8465 0.6597
飲⾷料品 1.5626 0.0461
繊維製品 1.5718 0.0818
パルプ・紙・⽊製品 3.0806 0.4403
化学製品 4.0144 0.2964
⽯油・⽯炭製品 3.2665 0.6115
プラスチック・ゴム 2.6470 0.2673
窯業・⼟⽯製品 1.6200 0.0801
鉄鋼 5.3420 0.2825
⾮鉄⾦属 3.4588 0.1327
⾦属製品 1.8711 0.1393
はん⽤機械 1.3982 0.0732
⽣産⽤機械 1.2775 0.0843
業務⽤機械 1.2420 0.0510
電⼦部品 2.4399 0.2081
電気機械 1.4521 0.1007
情報・通信機器 1.0713 0.1084
輸送機械 2.3896 0.3405
その他の製造⼯業製品 2.0654 0.4479
建設 1.5628 0.6128
電⼒・ガス・熱供給 2.8003 0.5531
⽔道 1.2016 0.1125
廃棄物処理 1.1485 0.1244
商業 4.7626 0.7110
⾦融・保険 2.3352 1.0203
不動産 1.9488 1.8456
運輸・郵便 6.2067 3.7999
情報通信 2.8711 2.8517
公務 1.3299 0.0356
教育・研究 2.7256 3.4006
医療・福祉 1.0505 0.0181
その他の⾮営利団体サービス 1.1546 0.3638
対事業所サービス 6.4691 6.0892
対個⼈サービス 1.0964 0.1907
事務⽤品 1.1211 0.2177
分類不明 1.4937 0.1612
合計 89.3960 26.5858

（13）
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表 6　神奈川県における生産誘発効果の内訳
単位：百万円

表6 神奈川県における⽣産誘発効果の内訳

①最終需要に
よる誘発効果

②移出⼊によ
る誘発効果

③輸出⼊によ
る誘発効果

①最終需要に
よる誘発効果

②移出⼊によ
る誘発効果

③輸出⼊によ
る誘発効果

農林⽔産業 1,139,163 -808,282 -194,086 57,489 -36,307 -9,795
鉱業 1,818,267 1,326,898 -3,137,287 88,669 65,212 -152,991
飲⾷料品 3,396,583 -1,178,780 -202,545 178,916 -106,703 -10,669
繊維製品 601,795 -526,723 -42,995 41,292 -33,959 -2,950
パルプ・紙・⽊製品 991,171 -542,732 -105,358 49,424 -31,834 -5,254
化学製品 2,159,872 140,670 102,483 136,739 -79,019 6,488
⽯油・⽯炭製品 1,544,469 1,944,076 -322,205 14,866 -2,345 -3,101
プラスチック・ゴム 926,371 -468,559 160,197 49,033 -32,492 8,479
窯業・⼟⽯製品 366,672 -90,298 31,615 23,108 -14,730 1,992
鉄鋼 1,414,282 -912,701 740,919 32,574 -35,139 17,065
⾮鉄⾦属 673,650 -380,771 14,384 16,111 -2,888 344
⾦属製品 680,740 -193,624 -37,343 34,329 6,939 -1,883
はん⽤機械 432,494 3,330 280,360 19,658 -438 12,743
⽣産⽤機械 614,212 -27,574 562,057 32,390 -11,273 29,640
業務⽤機械 363,295 60,883 68,302 27,141 4,701 5,103
電⼦部品 709,922 -472,111 281,460 38,368 5,240 15,212
電気機械 775,756 -425,725 296,560 39,400 -2,675 15,062
情報・通信機器 770,690 -272,833 195,680 56,995 3,694 14,471
輸送機械 1,978,726 -105,149 1,865,725 100,709 -44,392 94,957
その他の製造⼯業製品 894,249 -485,266 -18,124 74,895 -52,540 -1,518
建設 3,042,671 -30,409 -17,029 118,169 -21,825 -661
電⼒・ガス・熱供給 1,593,539 310,327 -3,356 67,360 -62,659 -142
⽔道 314,946 -28,610 -7,019 22,904 -13,529 -510
廃棄物処理 281,525 6,735 -6,537 26,264 -6,840 -610
商業 3,007,751 767,785 236,263 41,848 11,585 3,287
⾦融・保険 2,598,912 -822,721 -201,206 185,630 -125,099 -14,371
不動産 6,805,450 -27,325 -43,351 273,599 -118,010 -1,743
運輸・郵便 4,492,971 -394,921 -950,364 99,939 -18,646 -21,139
情報通信 3,173,024 -66,077 -13,901 107,898 -10,958 -473
公務 1,822,073 -11,930 -9,816 0 0 0
教育・研究 3,734,603 -494,469 221,458 214,017 -94,848 12,691
医療・福祉 3,577,882 -33,509 -1,628 173,588 -17,374 -79
その他の⾮営利団体サービス 373,141 -117,324 -9,321 28,782 -9,523 -719
対事業所サービス 7,023,523 -2,345,080 -111,061 461,778 -232,721 -7,302
対個⼈サービス 4,874,963 -1,575,300 27,500 295,119 -133,548 1,665
事務⽤品 114,410 -21,766 -686 0 0 0
分類不明 367,074 -54,006 -44,440 0 0 0
合計 69,450,838 -8,353,870 -394,699 3,229,002 -1,254,943 3,288

財・サービス部⾨ 本社部⾨

（14）
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位は殆ど変わらなかった．それは神奈川本社の
移出のうち，輸送機械の影響が非常に強く，輸
送機械の移出上位地域が反映されたからである．
表 7 の移出誘発額も，栃木による移出誘発額が
圧倒的に大きい．隣接する東京は 12 位，千葉は
26 位となっている．

6．最後に

　以上の分析結果をまとめると，神奈川県にお
いて財・サービス部門は本社部門より生産規模
が大きく，連関も本社より強いため，神奈川経
済を支えているのは財・サービス部門であり，
本社機能は移出入収支でみてもわかるように，
経済規模の割に弱いことがわかった．また神奈
川本社のうち輸送機械や対事業所サービスは，
生産額や移出額としてみると非常に重要な産業
であることがわかったが，移入額としても大き
く，神奈川の所得を流出させている産業とし

ても解釈できる．とはいえ本社部門のうち財・
サービス部門へもたらす後方連関効果が大きい
のは輸送機械であり，財・サービス部門が受け
る前方連関効果は対事業所サービスが最も大き
い．一方，特化係数や移出超過でみると，電子
部品産業も重要産業として挙げられる．さらに，
産業別にみた神奈川本社の移出先として上位の
地域は比較的多様であったにもかかわらず，移
出誘発額による上位地域は，輸送機械の移出額
の大きさを反映してか産業間に隔たりがない．
このように，輸送機械による栃木などとの取引
が，神奈川県内へもたらす影響は非常に大きい
ことがわかる．
　神奈川本社から所得を奪う地域として，移入
相手先地域別の分析も行う必要があるが，ここ
では移入額を地域別に分割できていない．移出
額の推計手順と同様に，所在地別の本社・支社
従業者数を用いるなどして，引き続き移入額も
より詳細な推計を行っていきたい．
　また本研究で推計したのは神奈川県産業連関
表であるが，ここでは地域内表にとどまってい
る．本社部門を集計している東京都について石
田（1990）や清水（1990）では，他地域の財・
サービス需要が増えた場合も，本社サービスを
他地域に移出することで，常に東京に所得をも
たらすという構造であり，本社活動という中間
財の移出超過地域であるとしている．したがっ
て東京都産業連関表において，中間財としての
本社活動が他地域の財・サービス部門に産出さ
れる図式を考慮しなければならない．中間財と
しての本社活動が他地域の財・サービス部門の
生産活動と直接に結びついていることを記述し
ようとするならば，地域内表ではなく地域間表
で作成しなければならないという．今後の研究
課題としては，本社活動の充分な定量分析をす
るため，地域個別の産業連関表において本社部
門を推計するだけでなく，地域の相互関係をみ
る地域間表として完成させることである．その
ため本稿では，神奈川本社の移出額を算出する
際，所在地別の支社従業者数を用いることで，

表 7　移出誘発額の上位 15地域（2011）
単位：百万円　　　　　

表7 移出誘発額の上位15地域(2011)
単位：百万円

移出先 移出誘発額
1 栃⽊県 3,077,409
2 群⾺県 911,754
3 福島県 601,767
4 静岡県 553,063
5 愛知県 233,626
6 ⼭梨県 218,181
7 宮城県 212,188
8 福岡県 208,816
9 広島県 180,508
10 埼⽟県 177,532
11 茨城県 147,579
12 東京都 124,733
13 ⻑野県 121,043
14 岩⼿県 103,983
15 ⼭⼝県 98,010

（15）
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46 都道府県に分割できるようにした．同じ手
順を他の都道府県でも行うことで，全国の本社
部門を推計した地域間産業連関表ができる．
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